
事業計画書

（１）事業類型
■中小企業（通常枠）

（２）補助事業計画名
SDGsに対応したERCMシステムによる新しいリサイクル事業の提供

産業廃棄物処理業
中分類
項目名

88コード
本事業で取り組む対象分野とな
る事業（日本標準産業分類、中
分類ベース）

（３）事業計画書の概要

本計画はERCM（有機物減容装置）”を用いたリサイクルシステムを導入する事により事業体のコスト
カットと、システムをトレーラーごと該当施設近傍に設置、リーシングによる収益化を図るものです。

既存事業の体制を維持し、電子分解炉･製炭炉を用いた革新的なリサイクル業に参入するための設備投資が必
須と考えております。
弊社のような中小企業として新しい取り組みを始める先駆けを担い、周辺企業や地域経済の救済基盤となることが
できればと本計画を実施するに至りました。
収益性と独自性を両立させた事業体として社会貢献活動に取り組む所存です。

株式会社 KT工業
代表取締役 加藤 幸広

当計画は産業廃棄物処理の法令に抵触しない様、 ”リサイクル業”として事業運営していきます。
具体的には当社は専用設備を提供し、クライアント企業様からは自社ゴミとしての処分を行っていただきます。
また、残渣に関して導入機器はメーカー様より回収の保証がついており、最終処分等の規制にも触れません。



事業内容と特徴
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【基本情報】

概 要

2747201000916法人番号

商号又は名称:株式会社KT工業

法人代表者役職・名称:加藤 幸広

本社所在地:〒515－0052 三重県松阪市山室町 252-2

創業・設立日（西暦）
2020年 7月

従業員数:
8人

資本金
900万円

職別工事業(設備
工事業を除く) 

中分類項目名07コード主たる事業（日本標準産業分類中分
類ベース）

電話番号: 0598-30-8191

webページ:https://kt-kogyo.jp/

補助事業の主たる事業実施場所

■国内 □海外■本社所在地と同一 □本社所在地と異なる

所在地:三重県松阪市山室町 252-2

事業所名: 株式会社KT工業

事業概要
地域の「くらし」を支える礎として、「解体工事業」「産業廃棄物収集運搬」「土工工事業」を行っている。

・解体工事業…古くなった木造住宅や鉄筋コンクリートの建物などを、手作業と重機作業を併用して解体を行っている
・産業廃棄物収集運搬…県の認定を受けた許可業者として、専用車を使い分けながら効率よく収集運搬を行っている
・土工工事業…重量物の運搬配置、くい打ち、コンクリートによる工作物の築造・コンクリート工及びその他基礎的ないし準備
的工事を行っている。

本事業の収益構造は非常にシンプルで、人件費と重機の減価償却費のみであるため、非常に収益率が高い。但し、重機自
体は高額であるため、設備投資に関する費用は大きく、この資金をいかに確保するかが鍵となる。

「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」要件へのあてはめについて

（１）新規顧客層への展開:

継続受注を見越した活動地域周辺の解体業者、中堅ゼネコン
１）誰に

（３）独自性・独創性の発揮:

環境保護にもつながる画期的なリサイクルスキーム
２）何を

（６）価値や品質の見える化:

コスト削減についての商品力や付加価値を明確にするアプローチを行う。
それにあたり、本計画での設備導入実施を成功事例のファーストステップとしたい。

３）どのように

事業開始以来、上述の沿革に記載の通り着実に売り上げを伸ばし、規模の拡大に成功しておりましたが、新型コロナウィルス
の影響を受けてからは、既存取引企業からの売り上げが伸び悩んでおります。
但し、事業体としては⾧期負債が無く財務状況は健全であると言えます。
現状、コロナ危機対応を含めた借入枠は限度額目前であるが、SDGｓに対応した新技術の開発もしくは獲得のためには資
金は必要である。よって、諸般の費用を補助申請するものであります。

当社の財務状況



実施計画名:SDGsに対応したERCMシステムによる新しいリサイクル事業の提供

当社が新規事業転換に一念発起した理由と参入余地

“電子分解炉”を用いたリサイクルシステム
電子分解炉は可燃性有機廃棄物を熱分解し、セラミック状の灰に転換（無機化＆リサイクル可能）して大幅に減容す
る廃棄物処理装置である。① 低コスト、② 高い減容率、③ 無公害の特徴を持ち、特に、含水率が高い、オムツ、糞尿
に対する効果的な処理、注射針などの医療系廃棄物の処理も可能である。

※通常、処理が困難な“医療系（注射針）”、“介護系（オムツ）”も効果的に処理が可能 !!

その1.具体的取組内容 （補助事業の概要・提供価値）

組み込んだERCMシステムをクライアント企業様にリーシング、システムをトレーラーごと該当施設近傍に設置いたします。
クライアント企業様には自社廃棄物としての処分を行っていただきます。
本システムにより、クライアント企業様では廃棄処理費用の大幅な削減を図ることが可能となります。

自社業務の廃棄物の
処分費、保管、運搬の
手間を解消。
同業者へのリーシングで
も収益化。

ERCMは可燃性有機廃棄
物を熱分解し、セラミック状
の灰に転換（無機化＆リサ
イクル可）して大幅に減容
する環境に圧倒的に優しい
サイクル法。

事業コンセプト

SDGｓ時代に即した環境負荷軽減の業務既存事業の革新的な効率化とコストカット

本システムの導入により当社のビジネスの母体である解体業界の二大課題である「産廃処理場不足」と「職人不足」
に対する抜本的な解決を図る。産廃業者・バイオマス事業の需要の推移は増加傾向にあり、今後の自然環境保護
の意識向上と相乗効果を得るため、ビジネスの媒体を転換することは絶大なメリットとなり得る。
本事業は計画のステップアップにおいて、
■革新技術による業務効率化と
■自社廃棄物の処理によるコストカット
を並行して行いながら、堅実な収益基盤のもと、
事業実施が図れると想定している。その根拠は前述した
商圏内の産廃需要の総量と右図に示す本計画の
対象物の単価が高いため、実施に至れば確実な収益を見込むこが可能と考える。

弊社がシステム配送 リーシング & 事業所内処理

排出事業者

本計画であれば自社処分とし
てコストカットが可能
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環境意識やＳＤＧｓの意識が強い企業や自治体を
想定する。
● 大手ゼネコン、中堅ゼネコン
● 国及び地方自治体
● 老朽化物件を抱えるオーナー
● 産廃業者 など
※本計画で設置する機器設備に対し、基本的に障害
や運営上の制限がないとした場合

環境意識やＳＤＧｓの意識が強い企業や自治体を
想定する。
● 大手ゼネコン、中堅ゼネコン
● 国及び地方自治体
● 老朽化物件を抱えるオーナー
● 産廃業者 など
※本計画で設置する機器設備に対し、基本的に障害
や運営上の制限がないとした場合

(ア) 想定顧客とターゲット (イ) ポジショニング戦略

(ウ) 費用対効果

本補助により、初年度に左表に示す設備投資(約1,465
万円)を行い、リサイクル施設として運営していく。初年度
で6,100万円の売り上げを見込む。
初年度で投資費用を回収でき、以降も安定的な収益
を得ることが可能である。
右図は当システム導入による試算上の収益予想ですが、
補助事業として採択及び交付を受ける事ができれば更に
早期の収益化が見込める。

既存事業は高単価･単発型であるため、新規事業では
継続的な受注を獲得できるよう、まずは敢えて低価格
戦略を採ることで自治体にアプローチできるポジションを狙
う。将来的には価格以外の差別化戦略を採ることで高
単価を目指した戦略へと方針を切り替える。

設備投資（1セット分）
合計約1,450万円

低単価だが安定
受注が可能!

解体業
収集運搬業

高単価

低単価

単発型
新規事業

産廃処理
リサイクル

現状:縮小傾向

その1.具体的取組内容（想定顧客と戦略、費用対効果）

また、隣接する伊勢市等では観光地という立地から人
口に対する廃棄物の排出量が非常に多くなっており、
事業規模、商圏の拡大臨んだ際のターゲットとしてこ
ちらもニーズに合致している。
※本計画で設置する機器設備に対し、基本的に障害
や運営上の制限がないとした場合

本書で立案する産廃処理、及びリサイクル業務工程は、
① 営業努力やスタッフの役務提供に対する依存度が低い。
② 設備の処理能力による寄与度が高い
（24時間の連続運転が可能）
③ 市場規模が拡大傾向
であることから、確実な費用回収が可能と考えている。
◇医療系リサイクル:単価￥5000×20ｋｇ/1日×年間250日
＝￥2500万
（※1ｌｇあたり処分費の相場は約￥8000前後 ）
◇介護系リサイクル:単価￥1600×50ｋｇ/1日×年間250日
＝￥2000万
（※1ｌｇあたり処分費の相場は約￥2000前後 ）
◇その他、解体業務での同業者のリサイクルで年￥1000～1500万を想定
※1）事業体としては今まで処分費を払っていた800万/月程度のコスト解消が可能）
※2）最終処理の業界相場の80%以下の低価格で受注しても高利益が実現可能
※3）導入機器電子分解炉 801型の処理能力は約300ｋｇ/日のため、算出根拠、実稼働に懸念はない

収
益
根
拠

産業廃棄物は運搬費も高く、
自社ゴミの処分というリーシン
グ形式だと更にコストカットが
可能



SWOT分析

弱み強み

内部
環境

 労働力が限定されている
 有事の際対応が難しい
 新たな設備投資や研究開発のための資金が不足

 産廃の発生時点からリサイクルまでサプライチェーンを拡
大できる

 解体業や収集運搬業で培ったノウハウや設備を活かせ
る

 将来的な方針が前向き
【解決策の提議】
 非対面式の販路を取り入れ感染症対策にも努める、

また積極的に外部の専門家にアウトソーシングする。

【向上のために】
■本計画の実施にあたり得たノウハウを社内で共有し更な
るブラッシュアップを図る

脅威機会

外部
環境

 後継者不足による地域の生産力低下
 参入障壁が低くレッドオーシャン化
 SDGsに基づく法規制強化の可能性

 成熟市場であるため新規参入可能性が低い
 視察の受け入れにより知名度が高い
 独自技術を獲得できればブルーオーシャンを独占できる

【講じる対策】
 価格競争に負けない基盤づくりを構築し、有事に備

えた人員の確保や保障、商品保管などの対応につい
て社内整備を心がけておく。

【逃さない準備】
 提携企業と円滑な連携をとるため、部門毎に適切な

業務分担の振り分けと責任者の配置、各担当者の技
能向上の教育を実施する。

補助金の必要性について

事業基盤を構築する段階では
⑴設備投資に相当額の資金比重の転換が必要となるためサービスの低価格化
⑵効率的な販売チャンネルの整備
⑶ターゲットを絞る

ことが重要であると考えます。そのため⑴に対して設備投資、⑵に対しての販促費、⑶に対し効果的にアプローチするための
外注費に後述の資金を充てたいと考えております。既存事業の体制を維持し、既存の（B to C）の販路から（B to B）
に対してサービス提供を行うために上述の設備投資（・電子分解炉・）を必須とし、同じく必要経費である販促費、宣伝
費などは外注費やコンサル、委託費として最小限で対処します。加えて実施体系を構築するための労務費、備品購入費
が必要であり、諸般の少額な費用に関しては自己財源を充てる予定をしています。ただし、今後の事業拡大に伴う諸経費
を想定した場合、相応の運転資金を保持しておくことも好ましいと考えております。このまま先行きが不透明な経済回復を待
つのではなく積極的に経営方針を変えていくべきと考え一念発起し、本計画を実施するに至りました。

事業基盤を構築する段階では
⑴設備投資に相当額の資金比重の転換が必要となるためサービスの低価格化
⑵効率的な販売チャンネルの整備
⑶ターゲットを絞る

ことが重要であると考えます。そのため⑴に対して設備投資、⑵に対しての販促費、⑶に対し効果的にアプローチするための
外注費に後述の資金を充てたいと考えております。既存事業の体制を維持し、既存の（B to C）の販路から（B to B）
に対してサービス提供を行うために上述の設備投資（・電子分解炉・）を必須とし、同じく必要経費である販促費、宣伝
費などは外注費やコンサル、委託費として最小限で対処します。加えて実施体系を構築するための労務費、備品購入費
が必要であり、諸般の少額な費用に関しては自己財源を充てる予定をしています。ただし、今後の事業拡大に伴う諸経費
を想定した場合、相応の運転資金を保持しておくことも好ましいと考えております。このまま先行きが不透明な経済回復を待
つのではなく積極的に経営方針を変えていくべきと考え一念発起し、本計画を実施するに至りました。

その1.具体的取組内容（SWOT分析と補助金の必要性）

対応課題

本事業での設備投資により収益の基盤確保に成功した暁には、新規雇用を行います。今後
の事業基盤拡大のためには、人材育成が必須となります。
今回、本事業により環境整備を行う事が後に活きてくるものと考えます。

労働力不足

新しいビジネスアイディアを積極的に取り入れる対応をとります。
また、コンプライアンスや就業規則について熟慮し取り決めます。
古いだけの非効率な風習はドラスティックに変えて行く社内風紀や環境づくりを心掛けます。

業界の慣習（ベテランが幅
を利かす）の打破

システムの開発を前提としたうえで、それを使いこなしていく上での教育システムの構築を行う。
実施当初は積極的に専門業務をアウトソーシングし、段階的に事業体内でのノウハウを蓄積
していく。

インターネット部門の業務へ
の順応

解体事業での廃棄物は大型のものがほとんどで、作業方式によっては大型の破砕機を通さな
いと分解炉への投入がそもそも難しいケースが想定される。
計画としては事業モデルケースの初期段階で約2ヶ月分の削減出来た処理費の資金を破砕
機、コンベヤー等の導入へあてる予定。

事業遂行の物理的な課題

経営課題と対策



組織体制図

業務フロー

営業事務

加藤あき、大島千奈美

解体事業者との連携、収集運搬

ボルグランディ―
森崎 エドアルド

森崎 ダビ

営業、紹介による廃棄物の受け入れ
を行う。

機器装置の管理

佐脇伸幸
グエン ブック ヴィン

※残渣の回収、引き渡し、機器のメ
ンテナンスに関しては交代制で行う

運搬・管理・販売補助
（加藤 幸広）

（株）松阪商事 担当者様

将来的な事業規模の拡大を見越し
た管理補助及び委託

Web制作及び管理
（加藤あき）

（株）タツミプランニング 担当者

事業拡大を想定したweb構築、IT
関連の業務委託

プロジェクト
責任者

加藤 幸広

外注先に依頼します
（カッコ内は社内窓口）

1st STEP

既存の解体事業、
営業、紹介、提携
先の介護事業者よ
り受注を請け負う。
（※リーシング提
供）

2nd STEP 3rd STEP 4th STEP

収集運搬排出事業
者から出た産業廃
棄物の性状を変え
ることなく自社内
処理施設へ運搬。

設備内の装置によ
り産業廃棄物の減
容・安定化・無害
化・資源化を行う。

残渣のセラミック
はメーカーの回収
保障がついており、
リサイクルを行う。
産廃処理の規約に
も抵触しない。

既に新規事業の構築に必要な技術を要した企業のコンタクト、人脈、及び協業の内定があります。地域
商工会との良好な関係を築いており、必要に応じて事業実施に必要な他企業の紹介も見込める。
求人や労務面のカバーも事前に考慮しており、IT分野のコンテンツ開発と事業拡大による労働面での人
的確保においても懸念はありません。
既存事業の相乗効果や既存事業で有するノウハウを相まって「補助事業実施のための技術的能力が備
わっているか」を十分に満たすものと判断しております。

事業に関する具体的な役割、経験、知識部門担当（窓口）機能

会社全体の運営、管理加藤 幸広経営管理
現場管理、後進指導、育成加藤あき、大

島千奈美
実務管理

新規資格の取得、作業マニュアルの整備加藤 幸広人材・育成
会計業務、財務管理、商品在庫の管理請求、発注、納品書、契
約書の作成、発行及びクラウドツールによる社内情報の管理

佐脇伸幸製品の運搬及び管理、販
売

業務体制の整備には
十分配慮しており、
提携企業と円滑な連
携をとるため、部門
毎に適切な業務分担
を振り分け、窓口と
なる責任者を配置し
ております。
また、専門分野に関
しては実績のある企
業に外注し、生産性
向上目指します。

その1.具体的取組内容（実施体制、組織図について）



顧客
ニーズ

市場規模

商圏の
動向

現在廃棄物の最終処分方法は”焼却処理”の比率が高い。SDGsの観点からも”焼却処理”から”リ
サイクル可能な処理”への転換をはかることでリサイクル率向上と”低炭素化”を推進する。

廃棄物は左図のように分類され、ほとんどが専門業者によ
り収集され、一部はリサイクル、その多くは最終処分場での
廃棄、焼却処分がされている。
廃棄費用には廃棄物回収、運搬、処理費用が含まれて
おり、大量の廃棄物が発生する事業者にとって無視するこ
とのできない金額となっている。
廃棄物を発生した場所で安価に処分する方法（地産
地処理）が提供できれば、事業者ニーズと合致する。

2020年の日本の人口ピラミッド（予測）
出典:総務省国勢調査・将来推計人口、 及び住民基本台
帳に基づく人口・人口動態世帯数

75歳以上の後期高齢者の比率は全人口の約15%

65歳以上の高齢者の比率は全人口の約30%

総務省国勢調査によると、2020年での日本の
総人口（推計）124百万人に占める65歳以上
の高齢者比率は約30%、75歳以上の後期高齢
者は約15％まで増加、超高齢化社会が進んで
いる。
高齢化の影響により、介護施設、医療施設か
らの廃棄物が増大している。
これらの業種も1事業所当たりの廃棄量が多
いため、本リサイクルシステム導入により自
社内での廃棄物処理が可能となる。

廃棄物の分類

廃棄物の中でも特に大きな比率を占めているのが
“食品廃棄物”である。
特に事業所毎にまとまった量が廃棄される“事業
系食品廃棄物”は309万トンで、食品廃棄物全
体（570万トン）の54%を占める。
事業系食品廃棄物の中で廃棄量が多い業種は
以下の業種となる。
① 食品製造業 128万トン （41%）
② 外食産業 103万トン （33%）
③ 食品小売業 64万トン （21%)

これらの業種は1事業所当たりの廃棄量も多い
ため、本リサイクルシステム導入により自社内で
の廃物処理が可能となる。

食品廃棄物の発生業種と発生量

1. 食品廃棄物の発生業種と発生量

2 . 介護施設、医療施設からの廃棄物

出典:農林水産省
食品ロス及びリサイクルをめぐる情勢

右図は商圏である松阪市内の廃棄
物の実態調査であり、近隣と都市と
比較し、
産業廃棄物（企業による廃棄処
理）の比率が大きく、近年総量は
減少傾向だが、
資源化率も特に低く、
環境問題や市町村の動向、政策
的な観点からも、本計画の提供
価値とミクロニーズは合致する。

その2.将来の展望(市場分析と成⾧戦略)



岡本、松永

「電子リサイクルシステム」は小型化が可能なため、以下の分野での有効性が期待されている。
1．外食企業の各店舗での廃棄物処理
2．コンビニ等小型店舗での廃物処理
3．商業ビルのレストランフロアでの廃棄物処理
4．マンション棟での廃棄物処理
5．病院での医療用廃棄物、食品残滓
6．災害地における廃棄物処理（廃棄物の“地産・地処理”）

今回の計画の完遂を前提に、将来的には、今回得られたノウハウを元に
メーカーとも提携し、上記への設置、斡旋も視野に入れていく。

成⾧
戦略

環境に負荷をかけ
ない電子分解炉
を使ったリサイクル
技術の確立

既存事業として建
物解体や収集運
搬業事業を展開
しており、既存の
関係者や一部設
備の流用、産廃に
対する知識やノウ
ハウがある。

特に中小事業者
で将来の環境適
応まで織り込んだ
動きをしているとこ
ろは少なく、独自
のポジションを獲得
することで優位性
を獲得する。

リサイクル業
への進出

自社の独自
性を活かす

他社との差
別化と優位
性の確保

シナジー効
果創出

解体、収集運搬
事業で発生した産
廃の後工程である
産廃処理やリサイ
クルを新規事業と
することでサプライ
チェーン拡大を図り、
シナジーを得る。

今回導入する“電子分解装置”にてリサイクル技術を確立し、新たに進出するリサイクル業界で独自性
をもつことでサプライチェーンを拡大、シナジー効果を創出する。

2022年
工 程

4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月

処理業業務に関して

提案書等

現地調査

プレ訪問

スポンサー企業開拓

業務開始

設備に関して

機器発注

工事発注

工場内設備構築

人員募集

技術研修等

その2.将来の展望（スケジュールと成⾧戦略）



建設又は設置等を行う
事業実施場所

取得予定価格
（税抜き）

建物又は製品等分類（日本標
準商品分類、中分類）

建物の事業用途又は
機械装置等の名称・型番

本事業所内及び自社車両¥14,500,000中分類43－その他の産業用機械
有機物減容再生セラミック製造装置
ERCM

本事業で取得する主な資産

合計税抜単位数量製品名経費分類

¥14,500,000¥14,500,000台1有機物減容再生セラミック製造装置 ERCM１．機械装置・システム構築費
（50万円以上）

¥14,500,000合計

【経費明細:税抜き】

支出経費内訳
（E）積算基礎
（（A）事業に要する経
費の内訳（機械装置名、
単価×数量等））

（C）補助金交付申請額
（（B）補助対象経費×補助率
以内（税抜きの額））

（B）補助対象経
費
（税抜きの額）

（A）事業に要する
経費
（税込の額）

経費区分

２／３（D）補助率

下記の通り
¥9,666,666¥14,500,000¥15,950,000

１．機械装置・シス
テム構築費（50万円
以上）
２．機械装置・シス
テム構築費（50万円
以下）
３．技術導入費
４．専門家経費

５．運搬費
６．クラウドサービ
ス利用費
７．外注費

（C）

¥9,666,666

（Ｂ）

¥14,650,000
（Ａ）

¥15,950,000
合計

その3.全社全体の事業計画

資金調達内訳補助金の交付を受けるまでの資金計画

本計画については親交の深い企業様に実施内容についての相談しており、前向きに支援する旨の回答を得ています。ま
た、補助金の採択を条件に出資の内定も得ていますが、原則、自己財源での調達を想定しております。

＜事業全体に要する経費調達一覧＞

資金の
調達先

事業に要する
経費(円)

区分

￥6,283,334自己資金

右表のとおり(C) ¥9,666,666補助金交付
申請額

借入金

その他

(A) ¥15,950,000合計額

＜補助金の交付を受けるまでの資金計画＞

資金の
調達先

事業に要する
経費(円)

区分

／¥9,666,666自己資金

／借入金

／その他

／合計額



5年後4年後3年後2年後1年後
補助事業終了年

度
（基準年度）

¥337,247,553¥306,588,684¥278,716,986¥248,854,451¥224,193,199¥182,567,752①売上高
¥39,351,976¥35,774,524¥32,522,294¥29,037,763¥26,160,147¥18,956,628②営業利益
¥36,181,607¥32,892,370¥29,902,154¥26,698,352¥24,052,569¥17,556,620③経常利益
¥48,232,977¥43,848,161¥39,861,965¥35,591,040¥32,064,000¥25,050,000④人件費
¥6,825,556¥6,825,556¥6,825,556¥6,825,556¥6,825,556¥6,825,556⑤減価償却費
¥94,410,510¥86,448,241¥79,209,815¥71,454,359¥65,049,703¥50,832,184付加価値額

(②+④+⑤)
86%70%56%41%28%伸び率（％）

¥22,800,000¥16,115,000設 備 投 資 額
¥43,892,009¥39,901,827¥36,274,388¥32,387,846¥29,178,240¥22,795,500給 与 支 給 額

93%75%59%42%28%伸 び 率 （ ％ ）

既存事業と新規事業の売上推移

収支計画

0

200000000

400000000

通年 基準年度 1年後 2年後 3年後 4年後 5年後

78% 119% 143% 172% 199% 229%

既存事業 新事業

その3.全社全体の事業計画

付加価値額は5年後で89 %増、年平均38%増加する計画であり要件を満たします。3~5年計画で 「付加価値額」 年率平
均3%以上の 増加等を達成する取組
みであるか

(1) 適格性

電子分解炉リシステムにより、①自社業務のコストカットと収益化、②ERCMによる環境に圧倒
的に優しい サイクル法を実現、の2点となります。① 新製品・新サービス

(2) 技術面

既にメーカーの開発者を含めて競合力のある商品としての最適な条件設定を含めての試作を
行っており、処理能力と費用対効果の目処については本書に示す通りとなります。

②試作品・サービスモデル等の開発にお
ける課題

仕様上、本製品の稼働を止めない事が留意点となりますが
取扱いも専門技術は必要ない事から交代制のシフト管理体制で対処出来るものと考えます。③課題の解決方法、 優位性

上記同様となります。④補助事業実施のための技術的能力

ネットの活用や、法人顧客開拓に向けた営業など、弊社の弱みになっている部分は社内窓口を
置いたうえで外部パートナーと連携します。
財務・資金面では補助事業の採択を前提に資金調達の目処を立てております。

①事業実施のための社内外の体制

(3) 事業化面

市場リサーチにも示した通り解体業の産廃需要は確実に伸び、SDGSの観点からも今後事業
拡大していくことで自社製品の認知度が上がることを期待しています。②市場ニーズ、マーケット

現場での経験+技術者の知見による製品の優位性があること、商品単価も考慮した場合、他
社との競争力には非常に優れていると考えています。事業化までのスケジュールについても問題
ないと認識しています。

③優位性や収益性、遂行方法及びスケ
ジュール

収益計画が実現可能な範囲で明確であること、利益率が高いことから、（意図した本数が
販売できることが前提ですが）初年度での回収は可能です。④補助事業として費用対効果

新事業開始に当たり新規雇用を行いますが、事業が順調に成⾧するいことにより地域の雇用
拡大につながると考えております。①地域経済的波及効果

(4) 政策面

先ずは国内市場での地位獲得が先になりますが、本商品の特徴を生かし、Made in
Japanとして誇れる品質を保つことでグローバル市場で存在感を示すことができる可能性はあ
ると考えております。

②ニッチ分野においての独自性、差別化

今回のようにメーカーと共同開発により、相互にノウハウ共有を行うことで、業界全体の生産性
向上に寄与します。③複数の事業者が連携して取組むこと

により、高い生産性向上が期待できるか

ERCMによる環境に圧倒的に優しいリサイクル法を実現（低炭素）、ECサイトを使っての販売
（デジタル）が該当いたします。

④先端的なデジタル技術の活用、 低炭
素技術の活用

（低感染リスク枠申請のみ）⑤ウィズコロナ・ポストコロナに向けた経済
構造

採点項目のまとめ


